
【別紙１】 

 

 

職場における身だしなみの基本マナー 

 

１ 職場は公の場 

 職場は公の場であり、職場における身だしなみは、その人の仕事に対する姿勢を表現

するものです。 

 相手（市民）や周囲に不快な思いをさせずに、なおかつ自身の能力をアピールできる

適切な服装が不可欠です。自分ではおしゃれのつもりでいても、他の人からみると不快

に感じる事も少なくありません。公務にふさわしい身だしなみ・服装かどうかの基準は、

自分の感覚ではなく、相手（市民）や職場の同僚などが感じる感覚が尺度となります。 

 清潔でさわやかな職員としてふさわしい身だしなみ・服装に心がけましょう。 

 

２ 公務にふさわしくない身だしなみ・服装 

  ふさわしくない身だしなみ・服装とは、①派手すぎるもの、②だらしないもの、③カ

ジュアルすぎるものなどが考えられます。 

 

☆ 頭 髪 ・ 顔 ☆ 

・頭髪（寝ぐせ、派手なヘアーカラー）・ひげ（そり残し、無精ひげ）・メガネ（汚

れ、濃いカラーレンズ）・濃いメイク 

☆ 上 着 ☆ 

・スウェット・ジャージ・フリース・革素材・デニム素材・派手な柄もの（アニマル

柄、過度のフリル、ラメ、スパンコール、ビーズ）・ジャンパー・Ｔシャツ・トレー

ナー・キャミソール・下着の色柄が透け見える・破れ・汚れ・しみ・肩のふけ 

☆パンツ・スカート☆ 

・ジーンズ・革素材、デニム素材のパンツ、スカート・派手な色、柄もののタイツ・

派手な柄もの（過度のフリル、スパンコール、ビーズ）・スリットの深いもの・極端

に短いスカート・短パン（バミューダパンツ）・下着が透ける・破れ・汚れ・しみ 

☆ シ ュ ー ズ ☆ 

・素足・サンダル・ミュール・ロングブーツ・ヒールの高いもの・厚底のもの・破れ・

汚れ・しみ 

☆ そ の 他 ☆ 

・強すぎる香水・長すぎる爪・ネイルアート・派手なアクセサリー・蛍光色のもの 

 

３ 清潔でさわやかが基本 

 職員としての自分の立場や職場における自分の仕事と立場をわきまえ、自分にふさわ

しいものをきちんと身につけるように心がけが必要です。おしゃれと身だしなみとは基

本的に違いますが、華美な服装やアクセサリーなどで着飾ることが職場におけるおしゃ

れではなく、清潔でさわやかなおしゃれを心がけましょう。 

 

以  上      

 

 

職員課給与労務担当（労務） 
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データの保護及び秘密の保持等に関する仕様書 

 

（趣旨） 

第１条 この仕様書は、藤沢市（以下「委託者」という。）と事業者（以下「受託者」

という。）が締結する契約（以下「本契約」という。）において、本契約に係るデー

タの取扱い及び受託業務を通じて知り得た秘密等の取扱いについて、委託者と受

託者の履行すべき責務を定めることを目的とする。 

２ この仕様書におけるデータとは、委託者からの提供や本契約を履行する過程に

おいて作成等された帳票、電子及び磁気その他の記録媒体に記録された情報、並

びにＬＧＷＡＮ-ＡＳＰやインターネット環境で利用するシステム、サービス（以

下「外部サービス」という。）内に記録された情報をいう。なお、データに個人情

報を含む場合の個人情報とは、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第

５７号。以下「法律」という。）第２条に定められた個人に関する情報をいう。 

３ この仕様書は、本契約に基づき再委託を受けた者（再委託先が委託先の子会社

（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１項第３号に規定する子会社）であ

る場合や受託者から再委託以降の全ての段階の委託業務を受託する事業者を含

む。）についても適用する。 

４ 受託者は、本契約及び本仕様書に基づく安全管理措置等について、契約締結時

及び委託者の求めに応じて、様式第１号「安全管理措置等について」を提出しなけ

ればならない。 

（法律等の遵守） 

第２条 受託者は、法律及び藤沢市個人情報の保護に関する法律の施行等に関する

条例（令和４年藤沢市条例第１７号）の本旨に従い、本契約を履行しなければなら

ない。 

（必要事項の届出） 

第３条 受託者は、本契約において個人情報を扱う場合、個人情報取扱責任者及び

個人情報取扱担当者（以下「責任者等」という。）を定め、個人情報の管理体制及

び個人情報を取り扱う業務の実施体制並びに個人情報管理の状況についての検査

体制等、委託者が必要と認める事項を、業務の着手日までに書面により委託者に

通知するものとする。 
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２ 委託者は、業務の執行上、責任者等が不適当であると認めるときは、その理由を

明示して受託者に責任者等の変更を求めることができる。 

３ 受託者は、業務の途中で責任者等を変更した場合は、速やかに書面により委託

者に通知するものとする。 

（秘密の保持） 

第４条 受託者は、本契約の履行に際して知り得た秘密を他に漏らしてはならない。

本契約期間満了後、本契約の解除後及び職を退いた場合においても同様とする。 

２ 受託者は、本契約に係る業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労

働者（以下「派遣労働者等」という。）に行わせる場合は、派遣労働者等に本契約

に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

３ 受託者は、委託者に対して、派遣労働者等を含む労働者の全ての行為及びその

結果について責任を負うものとする。 

（指示目的外使用及び第三者への提供の禁止） 

第５条 受託者は、データを委託者が指示する目的以外に使用してはならない。ま

た、第三者に提供してはならない。 

（複製等の制限） 

第６条 受託者は、委託者の承認を得ずして、データを用紙、記録媒体、外部サービ

スに複写し、又は複製してはならない。 

（データの受領） 

第７条 受託者は、業務の履行上、委託者からデータの提供がある場合は、様式第２

号「データ受領証兼複製申請書」を委託者に提出しなければならない。 

（データの持出し） 

第８条 受託者は、業務上、やむを得ず委託者の環境からデータを持出す場合は、様

式第３号「データ借用申請書」を提出し、委託者の許可を受けなければならない。 

 （パソコン及びモバイル端末並びにデータの持込み） 

第９条 受託者は、委託者の環境にパソコン及びモバイル端末（以下「パソコン等」

という。）並びにデータを持込み、作業を行う場合は、様式第４号「パソコン等及

びデータ持込み申請書」を提出し、委託者の許可を受けなければならない。 

（安全管理義務） 

第１０条 受託者は、データの取扱いについて、従業者及び作業場所を特定し、デー
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タの無断持出しの禁止を徹底させなければならない。業務上、やむを得ず持出す

場合には、パスワード等による暗号化の措置を行い、委託者の承認を得たうえで、

様式第８号「データ持出管理簿」に記録し、本契約終了時及び委託者の求めに応じ

て委託者に提出すること。また、紛失、損傷、焼失等の事故が生じないように安全

かつ適切な管理体制を整備しなければならない。 

２ 第９条に規定する持込み、及び成果物等を記録媒体等で委託者に提出する場合

には、最新のパターンファイルが適用されたウイルス対策ソフト等により、記録

媒体等にコンピュータウイルス等の不正なプログラムが書込まれていないことを

確認し、様式第５号「ウイルス検査済証明書」を提出しなければならない。 

（データの返却・消去） 

第１１条 受託者は、委託者から提供を受けたデータの利用が完了した場合は、速

やかに委託者に返却しなければならない。なお、返却する記録媒体等がない場合

は、様式第６号「データ消去証明書」を提出しなければならない。 

２ 受託者のパソコン等に、データを複製又は保存した場合は、業務上の利用が完

了後、原則として、速やかに全ての記録を復元不可能な状態に消去しなければな

らない。また、データを消去した日から１４日以内に、様式第６号「データ消去証

明書」を提出しなければならない。 

３ 受託者は、業務の履行にあたり外部サービスを利用した場合は、外部サービス

内に保存されたデータについて、業務上の利用が完了後、委託者の求めに応じ汎

用性のあるデータ形式に変換して提供するとともに、外部サービス内で復元でき

ないよう消去しなければならない。また、消去作業を完了した日から１４日以内

に、様式第６号「データ消去証明書」を提出しなければならない。 

（記録媒体等の廃棄） 

第１２条 受託者は、本契約の履行上、委託者から廃棄指示がある場合の記録媒体

等にあっては、確実に物理的に破壊し、又は全ての記録を復元不可能な状態に消

去した後に廃棄し、様式第７号「廃棄証明書」を提出しなければならない。 

（外部サービスの利用） 

第１３条 受託者は、仕様書に定めがある場合を除き、他の事業者が提供する外部

サービスの利用を希望する場合は、利用するサービスのセキュリティ要件及び取

り扱う情報を委託者に対し明確化するとともに、利用可否及び利用条件について
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委託者の指示に従うこと。 

（監督及び監査） 

第１４条 委託者は、本契約の履行すべき責務に関し必要があるときは、受託者に

対して報告を求め、監査を行い、又は監査に立会うことができるものとし、受託者

はこれに協力しなければならない。 

（検査） 

第１５条 委託者は、本契約において個人情報を扱う場合、個人情報の取扱いにつ

いて、受託者の作業の管理体制及び実施体制や個人情報の管理の状況について、

少なくとも１回以上の検査を行うものとする。検査の方法は、原則として実地検

査によるものとするが、取り扱う個人情報の秘匿性やその量等を考慮し、受託者

と協議の上、委託者が決定する。 

（従業者に対する教育の実施） 

第１６条 受託者は、その従業者等に対して、データの保護及び秘密の保持等に関

し履行すべき責務について充分な教育を行わなければならない。また、委託者か

ら教育状況の報告を求められた場合には、実施状況等を書面により委託者に提出

しなければならない。 

（事故発生の報告義務） 

第１７条 受託者は、本契約及び本仕様書に基づく安全管理措置等が履行できない

場合及び情報漏えい等の事故が発生し、若しくは事故の発生が予想されるときは、

直ちにその旨を委託者に通知し、委託者の指示を受けるとともに、遅滞なく事故

等の状況を書面により委託者に報告しなければならない。 

２ 委託者は、本契約に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に

応じて当該事故に関する情報を公表することができる。 

（契約の解除） 

第１８条 委託者は、受託者が本仕様書の規定について不履行、又は履行されない

恐れがあると認めたときは、本契約を解除することができる。 

２ 受託者は、前項の規定による本契約の解除により損害を受けた場合においても、

委託者に対して、その損害の賠償を請求することはできないものとする。 

（損害賠償） 

第１９条 受託者は、本契約の履行にあたり、本仕様書に違反した場合、故意又は過
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失を問わず、その賠償の責に任ずるものとする。 

（その他） 

第２０条 本仕様書に定める各様式を、藤沢市公式ホームページにて公開するもの

とする。 

（以下余白） 
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藤沢市長 

 

誓 約 書 

 

この度、藤沢市「藤沢市保険年金課窓口業務等協働事業業務委託」を受託するにあ

たり、本書を提出し、下記の事項を遵守するとともに、全従事者へ周知徹底し、誠実

に履行することを誓約します。 

 

記 

 

１ 個人情報保護に関する藤沢市の諸規程を遵守いたします。 

  業務上知り得た個人情報は、受託業務履行区域以外には持ち出ししません。 

  業務上知り得た個人情報は、契約の解除及び期間満了後において、また業務に在

職中退職後を問わず第三者に漏えい又は開示しません。 

  藤沢市が保有する個人情報について、私的に閲覧をしません。 

 

２ 情報セキュリティに関する藤沢市の諸規定を遵守し、地方公務員法の定めに準じ

て、業務に従事いたします。 

  受託業務履行区域内に、携帯電話を含む不要な私物は持ち込みません。 

   

 

令和  年  月  日 

 

（受託事業者） 

住所   

 

会社名  

                     印 
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藤沢市長 

 

誓 約 書 

 

この度、藤沢市「保険年金課窓口業務等協働事業」に従事するにあたり、 

本書を提出し、下記の事項を遵守するとともに、誠実に履行することを誓約します。 

 

記 

 

１ 個人情報保護に関する藤沢市の諸規程を遵守いたします。 

  業務上知り得た個人情報は、受託業務履行区域以外には持ち出ししません。 

  業務上知り得た個人情報は、契約の解除及び期間満了後において、また業務に在

職中退職後を問わず第三者に漏えい又は開示しません。 

  藤沢市が保有する個人情報について、私的に閲覧をしません。 

 

２ 情報セキュリティに関する藤沢市の諸規定を遵守し、地方公務員法の定めに準じ

て、業務に従事いたします。 

  受託業務履行区域内に、携帯電話を含む不要な私物は持ち込みません。 

   

 

令和  年  月  日 

 

（受託事業者） 

住所   

 

会社名  

     

       

（社員名） 

部署名  

 

氏名                  
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セキュリティ研修実施報告書（令和　　年度）

担当名
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運営管理マニュアル（目次のみ） 

 

 

はじめに 

運営管理マニュアルの基本方針 

１ 市と受託者の役割分担・権限規定 

 １－１ 役割分担 

 １－２ 受託者の権限 

２ 市と受託者のコミュニケーションルール 

 ２－１ 会議・報告 

２－２ 業務上のルール 

３ 緊急時の対処方針及び運営体制 

３－１ 自然災害等発生時 

３－２ 業務執行時のトラブル 

４ モニタリング項目及び指標 

４－１ モニタリングの目的と概要 

 ４－２ 各指標の施策 

４－３ 各指標の具体的な運用と報告 

５ 情報管理体制・情報セキュリティルール 

 ５－１ 情報管理体制 

５－２ 情報セキュリティルール 

６ 業務従事者への教育及び管理に係る方針・計画 

６－１研修 

６－２ 教育・育成管理（従事者の業務習熟度測定） 

７ 現金などの取扱いルール 

７－１基本ルール 

７－２日次での現金管理 

８ マニュアル管理方法 

８－１ 作成と台帳管理 

８－２ 改訂履歴の作成 

８－３ 配布および保管 

９ 内部監査体制 

９－１ 内部監査の目的 

９－２ 内部監査の実施体制 

９－３ 内部監査の実施手順 

９－４ チェックシートの項目 

９－５ クロージングとフォローアップ 


